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と、党自らが市場経済にお墨付きを与えたことで、企業経営形態の多様化 いう大きなうねりが起こる。さらに、開放政策の進展を背景とする国際交流の拡大もあり、旧来の手法では管理しきれない非国家組織（小規模私営企業などの「新経済組織」とＮＧＯなどの「新社会組織」 ）や個人が誕生し、拡大していく。 「群体性事件」
にとっては、国民の政治参加を通じ、いかにして党外の声を吸収し、党の意志を体現させた法律や政策に反映させていくかが 体制を維持していくうえで課題のひとつとなっているのである。　
共産党が人民代表大会を通じ、





























ける党員占有状況をみ と、全人代代表の約七割、国務院職員の約八割は党員である。全人代を構成する地方 団の団長には大臣クラスの党員が就任している。全人代常務委員会で法案起草作業 従事する法制工作委員会の主任は党員である。代表的な全国規模 社会団体の場合、組織全体として党員比率は必ずしも高く いと思われるが、指導部は党員で構成される。　
法案の起草・提出主体に対する


























定された立 計画案（一五二件）は、最終的には全人代常務委党組から党中央に回され 一九九四年一月二六日、党中央 これを承認した。　
このように、立法計画制定段階
























開催された委員長会議 おいて、全人代常務委の「指導者」が「税徴収の最低ラインは月収三〇〇〇元」という当初の案を三五〇〇元にアップすることが適切であると判断し、国務院 見解を求めた後、全人代常務委でそ とおり決議させた。ここ は、民意に配慮しつつも最終判断は党が行うという構図がみて取れる。この結果、税徴収対象者はサラリーマン全体の二八％から七・七％にまで減少したという。また、課税対象額が一五〇〇元未満（つまり、月収五〇〇〇元未満）の給与所得者に す課税率も当初案の五％から最終的には三％へと引き下げられた。
●予定調和は実現するのか　
本稿では、主として全国人民代











 魏姝「従組織滲透到多元化策略：執政党対人大的領導与控制方法研究」 （ 『中国共産党』二〇一五年第一〇期 五 ）二六―三二ページ。
